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１. はじめに 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」（座長：三友仁志 早稲田大

学大学院アジア太平洋研究科教授）から令和４年８月５日に公表された「デジタル時代に

おける放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」において、ブロードバンドの普

及や動画配信サービスの伸長と視聴デバイスの多様化、これらに伴う視聴スタイルの変化

と「テレビ離れ」等を背景に、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信、「知る自

由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった放

送コンテンツの価値をインターネット空間にも浸透させていくための方策の一つとして、

日本放送協会（以下「NHK」という。）のインターネット配信の在り方について引き続き検

討することとされ、その検討の場として、令和４年９月から、同検討会の下で「公共放送

ワーキンググループ」を開催してきた。 

 

【第１次取りまとめについて】 

令和４年９月以降、公共放送ワーキンググループにおいては、二元体制の一翼を担う公

共放送 NHKがデジタル時代にどのような役割を果たすべきか、そして、これに対応した NHK

のインターネット活用業務の在り方（放送制度の中でどのように位置付けていくべきか、

規制はどのように課されるべきか）、また、デジタル時代の NHKの事業運営を支える財源は

どのような形であるべきか、といった点について計 13回の会合を開催して検討を行い、令

和５年 10月 18日に取りまとめ（以下「第１次取りまとめ」という。）1を公表した。 

第１次取りまとめにおいては、「NHKの役割」として、「民間放送との二元体制の下で、従

来から時代や技術の変化に適切に対応しながら放送全体の発展に貢献してきたことの延長

線上にあるものとして、NHKは、放送コンテンツのプラットフォームとして放送番組の流通

を支え、二元体制を基本とする我が国の放送全体の発展に貢献していく役割を担うべきと

考えられる。」とするとともに、NHKインターネット活用業務の在り方については、「テレビ

などの受信設備を持たずにインターネットを通じて視聴する者に対しても、NHK の放送番

組を受信することのできる環境にある者に該当するとして相応の費用負担を求め、継続的・

安定的に放送番組の同時・見逃し配信を全国において提供することが必須業務化の意味で

ある」とした上で、少なくとも地上波テレビ放送のインターネット活用業務は必須業務化

すべきとした。 

 

【第２次取りまとめについて】 

第１次取りまとめ以降は、①地上波テレビ放送以外の放送、すなわち、地上波ラジオ放

送、衛星放送及び国際放送2の NHK インターネット活用業務の在り方、②NHK のガバナンス

の在り方、③NHK国際放送の在り方（①を除く。）等に関して検討を行い、令和６年２月 28

日に第２次取りまとめを公表した。 

                                                        
1 「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第２次）」の別添２として公表。 
2 本第３次取りまとめにおける「NHK国際放送」あるいは「国際放送」とは、NHKが行う放送のうち、放送法（昭和 25年法

律第 132号）第２条第５号の「国際放送」及び同法第２条第９号の「協会国際衛星放送」をいう。 
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第２次取りまとめにおいては、地上波テレビ放送以外の放送の NHK インターネット活用

業務について、地上波ラジオ放送及び国際放送は地上波テレビ放送と同様、そのインター

ネット活用業務を必須業務化することが適当であるとし、衛星放送は、放送番組の権利処

理に係る困難性やコスト等の課題を踏まえ、実施環境が整うまでの当面の間は、必須業務

化を見送ることが適当であるとした。この NHK インターネット活用業務の必須業務化等の

内容については、第１次取りまとめにおける内容と併せて、令和６年５月 24日に公布され

た放送法の一部を改正する法律（令和６年法律第 36号）に反映された。 

NHKのガバナンスについては、経営委員会・監査委員会による監督・監査機能の強化のほ

か、インターネット活用業務の必須業務化を見据えたガバナンスの在り方等について、実

効性を確保するための取組について提言した。 

NHK国際放送の在り方については、「放送業界に係るプラットフォームの在り方に関する

タスクフォース」（主査：内山隆 青山学院大学総合文化政策学部教授）の取りまとめ（令

和５年 10 月 18 日公表）3において、「我が国国際発信のフラッグシップの役割を担うもの

として、外国人や在外邦人のアクセス方法の見直しや提供コンテンツの充実等を図るべき。」

として、「インターネット配信の強化、コスト負担の軽減、コンテンツ調達の在り方、財源

の在り方を含め、それらの課題や課題解決方策について検討を行う場を早急に設置すべ

き。」、「検討の結果は、可能なものについて年内を目途に中間報告を行うべき。」とされ、

この NHK 国際放送の在り方についても公共放送ワーキンググループにおいて継続検討する

こととした。第２次取りまとめにおいては、その時点で検討・整理できた方向性を述べる

に留め、今後の継続検討課題とした。 

 

【第３次取りまとめについて】 

第２次取りまとめ以降は、上述した継続検討課題について、「放送の国際発信・国際展開

の在り方」として検討を行った。これは、NHK の放送コンテンツのプラットフォームとして

の役割を踏まえると、NHK国際放送の在り方を検討の中心に据えつつ、民間放送事業者等に

おける国際展開も含めて「放送の国際発信・国際展開の在り方」として包括的に検討を行

うことが適当と考えられるためである。 

本第３次取りまとめは、この「放送の国際発信・国際展開の在り方」について、令和６年

５月 10 日の第 20 回会合以降、計６回の会合を開催し、オブザーバである NHK 及び一般社

団法人日本民間放送連盟等の参加も得ながら検討を行い、その検討結果として、放送の国

際発信・国際展開に係る現状と課題、目指すべき方向性及び具体的対応策について取りま

とめたものである。 

 

  

                                                        
3 「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第２次）」の別添４として公表。 
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２. 放送の国際発信・国際展開の現状と課題、目指すべき方向性 

（１）NHK における取組状況 

NHK は、放送法第 20 条第１項に定められた必須業務の一つとして、外国人向け・在外

邦人向けの国際放送を行っている。外国人向けの国際放送としては、「NHKワールド JAPAN」

として、ラジオ（短波放送等、衛星放送）4及びテレビ（衛星放送）5により、報道、文化、

情報、ドキュメンタリー、科学等の番組を放送している。また、在外邦人向けの国際放送

としては、ラジオ（短波放送等）6及びテレビ（衛星放送）7により、日本語で我が国の情

報等を放送している。 

 

図１ NHK 国際放送の概要 

  

                                                        
4 短波放送等によるラジオ放送は世界 12の放送区域に向けて 15言語（アラビア語、ベンガル語、ビルマ語、英語、中国語、

フランス語、ヒンディー語、インドネシア語、朝鮮語、ペルシャ語、ロシア語、スワヒリ語、タイ語、ウルドゥー語及びベ

トナム語）で放送され、衛星放送によるラジオ放送は全世界に向けて 17言語（ラジオ放送と同じ 15言語に加えて、ポルト

ガル語及びスペイン語）で放送されている。 
5 衛星放送によるテレビ放送は、日本や世界の最新情報等の多彩な番組を１日 24時間世界に向けて英語で放送されている。 
6 「NHKワールド・ラジオ日本」として、在外邦人向けに、ラジオ第１放送の放送番組を基本に日本語で放送されている。 
7 「NHKワールド・プレミアム」として、ニュース・情報番組等に加え、子供向け番組、スポーツ、文化・芸能等、様々な番

組が日本語で放送されている。 
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この NHK 国際放送は、我が国の対外情報発信力を強化するため、放送法等の一部を改

正する法律（平成 19年法律第 136号）による放送法の改正によって、それまでのテレビ

による国際放送を「外国人向け」と「邦人向け」とに分離し、それぞれに求められる番組

準則を別に適用8するとともに、外国人向けテレビ国際放送について、事業運営の集中化・

効率化、事業展開の弾力化及び財源の多様化を図る9ため、その番組制作等を NHK の子会

社に委託する制度を創設する10こととされ、当該子会社として、平成 20年４月に、NHKの

ほか、民間放送事業者等からの出資 11を受けて株式会社日本国際放送（ Japan 

International Broadcasting Inc.）（以下「JIB」という。）が設立された。 

 
図２ 放送法等の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 136 号）による改正の概要 

                                                        
8 外国人向け国際放送には「我が国の文化、産業その他の事情を紹介して我が国に対する正しい認識を培い、及び普及する

こと等によつて国際親善の増進及び外国との経済交流の発展に資するようにしなければならない。」（放送法第81条第５項）、

邦人向け国際放送には「海外同胞向けの適切な報道番組及び娯楽番組を有するようにしなければならない。」（同条第４項）

という番組準則が適用される。 
9 「放送政策に関する調査研究会」第１回会合（平成 24年 11月 21日開催）資料１－３によれば、それぞれ次のとおり。 

・【事業運営の集中化・効率化】国内番組とは視聴対象、制作の手法・技術、送信の仕組みが異なる。主体を分けたほうが

集中的かつ効率的な事業運営が期待できる。また、当初は、NHKから新法人への業務委託方式とするが、将来的には、

NHKの持てる人材、資源を新法人に移管し、独立した国際放送の主体とすることにより、NHKのスリム化に寄与できる。 

・【事業展開の弾力化】外国において多くの者に視聴してもらえるよう、外国の衛星やケーブル会社のチャンネル枠や広告

主の確保に必要な交渉術、マーケティング能力といった民間の経営ノウハウを活用できる仕組みを作り、弾力的な事

業展開を可能とする。 

・【財源の多様化】運営コストを賄うため、国費のほか、受信料や広告収入（政府広報を含む。）を充てることができる仕

組みを作る。 
10 英国、仏国、独国等においても、対外情報発信力の強化策として、公共放送本体から切り離した別会社方式によって公

共放送と民間の双方の知恵と活力を生かせる仕組みが採用されている。例えば、英国は BBCの子会社である BBC Studios、

独国は ZDF（第２ドイツテレビ）及び各州の公共放送体とは別会社のドイチェ・ベレ、仏国はフランステレビジョンとは別

会社のフランスメディアモンドが国際放送を行っている。 
11 資本金の構成は、NHKが 2.0億円（持株比率 51.28%）、NHK以外の者が 1.9億円（持株比率 48.72%）[令和５年度末時点]。

後者の NHK以外の者の持株比率の内訳は、民間放送事業者が 10.26％、制作会社が 2.56％、IT企業が 5.13％、商社が 12.82％、

金融機関が 5.13％、NHKグループ会社が 12.82％となっている。 
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JIBは、放送法第 21条第１項において、「主たる目的」として、NHKの委託による外国

人向けテレビ国際放送（NHKワールド JAPAN）の放送番組の制作、NHKの委託による外国

人向けテレビ国際放送（NHKワールド JAPAN）の外国放送局等に対する放送の委託が定め

られているが、その「主たる目的」に支障がない範囲において、他の業務を行うことは禁

止されておらず、現在、「主たる目的」以外の業務の JIB独自事業として、「NHKワールド 

JAPAN」の毎週金曜日の 30分間の放送枠において JIB独自制作の放送番組（jibtv）を放

送しているほか、YouTube上での jibtvの配信、広報戦略を展開する地方公共団体や企業

等から受注する情報発信業務等を行っている。 

 

図３ 株式会社日本国際放送（JIB）の業務 

 

また、世界的に視聴者の視聴スタイルが変化する中、NHKは、国際放送番組のインター

ネット配信についても順次強化を図ってきている。外国人向けテレビ国際放送番組につ

いては、例えば、平成 27年６月に VOD（Video On Demand）サービスを開始し、現在では、

「NHK WORLD-JAPAN HP」や「NHKワールド JAPAN公式アプリ」12において、同時配信13及

び見逃し配信14、ニュース（短編動画及びテキスト）、防災情報等を提供している。邦人向

けテレビ国際放送番組については、令和３年４月に同時・見逃し配信、令和５年 10月に

                                                        
12 外国人向けテレビ国際放送番組は、YouTube上でも同時配信・見逃し配信を提供している（言語は英語のみ）。 
13 英語によるテレビ国際放送の同時配信に併せて、自動翻訳機能による９言語（ウクライナ語、中国語、フランス語、イン

ドネシア語、朝鮮語、ポルトガル語、スペイン語、タイ語、ベトナム語）の字幕を付与して配信。 
14 英語によるテレビ国際放送の見逃し配信に併せて、19言語（アラビア語、ベンガル語、ビルマ語、中国語、英語、フラン

ス語、ヒンディー語、インドネシア語、朝鮮語、ペルシャ語、ポルトガル語、ロシア語、スペイン語、スワヒリ語、タイ語、

トルコ語、ウクライナ語、ウルドゥー語、ベトナム語）の字幕を付与して配信。 
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は海外の動画配信事業者を通じた配信を開始している15。また、北米では、NHK コスモメ

ディア・アメリカにより、令和６年３月に動画配信サービス「Jme（ジェイミー）」が開始

されており、日本語による NHKの放送番組等が視聴可能となっている。 

 

図４ NHK 国際放送のインターネット配信①（放送番組の配信） 

 
図５ NHK 国際放送のインターネット配信②（放送番組関連情報等の配信）  

                                                        
15 JIBは、NHKからの委託を受けて、これらインターネット配信の配信ルートの整備も行っている。 
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NHK 国際放送では民間事業者との連携も進められている。NHK は、放送法第 26 条の規

定に基づき、民間放送事業者が制作した番組のうち、コンクールで受賞したもの等の提

供を受け、特集番組として英語化して放送している。番組の英語版は、制作した事業者に

還元され、国際コンクールへの応募時等に利用されている。また、外部制作事業者との連

携については、外部制作事業者からの提案を受けて、ドキュメンタリー等の放送番組を

制作・放送している。 

 
図６ NHK 国際放送における民間事業者との連携事例①（民間放送事業者） 

 
図７ NHK 国際放送における民間事業者との連携事例②（外部制作事業者）  
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このほか、NHKグループでは、製作したコンテンツの多角的な流通にも取り組み、国際

見本市への出展や海外事業者への番組販売などの国際展開を進めている。 

また、NHK国際放送については、放送法第 65 条第１項の規定に基づき、総務大臣が NHK

に対し、放送区域、放送事項（邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項、国の重要な

政策に係る事項、国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項その他の国の重要事項に

係るものに限る。）等を指定して国際放送を行うことを要請することができる、いわゆる

要請放送の制度が設けられており、その費用は、同法第 67条第１項の規定に基づき、国

が負担するものとされている。 

 

図８ 要請放送制度 

  



10 

（２）民間放送事業者等における取組状況 

民間放送事業者等における海外展開の取組は、事業者によって段階が分かれている状況

にある。キー局や準キー局等は、MIPCOM16等のトップ水準の国際見本市に常に出展し、世界

市場におけるブランディングと利潤追求の段階にあると言える。一方、地方ローカル局等

は、地方公共団体との連携を図ったり国の補助金等を活用したりしながら、海外における

放送番組の放送・配信、ATF17、TIFFCOM18等の国際見本市への共同出展等を行っている。 

 

図９ 放送コンテンツを通じた地方の魅力の発信による地方創生の事例 

 

例えば、公共放送ワーキンググループにおいてヒアリングを行った南海放送株式会社は、

ハワイの CATV会社を活用した自社番組の米国向け発信、総務省事業を活用した海外向けコ

ンテンツ発信、メインターゲット国であるインドネシアの現地放送事業者との連携（現地

放送事業者のレギュラー番組枠を活用した旅ロケ番組の制作・放送、愛媛と広島を舞台に

した連続ドラマの制作・放送）等に取り組んでいる。 

                                                        
16 MIPCOM（Marché International des Programmes de Communication）は、毎年 10月にフランスのカンヌで開催されるテ

レビ業界の見本市。 
17 ATF（Asia TV Forum & Market）は、毎年 12月にシンガポールで開催されるテレビ業界の見本市。 
18 TIFFCOMは、毎年 10月に東京で東京国際映画祭（Tokyo International Film Festival :TIFF）と併催されるコンテンツ

マーケット。 
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図 10 南海放送株式会社の国際展開の現状 

 

このように、地方ローカル局等の国際展開の取組は、インバウンド需要の獲得等に結びつ

いているものもあるが、その広がりは限定的な状況にある。また、コンテンツのジャンル別

に見ると、アニメ等19と比べ、映画等の実写コンテンツの国際展開は、低調な状況にある20。 

  

                                                        
19 例えば、公共放送ワーキンググループ第 24回会合（令和６年８月 22日開催）においてヒアリングを行った株式会社テレ

ビ東京は、世界でヒットするアニメ作品の増加に伴い、違法なインターネット配信による視聴が横行する中、ファン向けメ

ニューの提示、ゲームやイベント等の周辺事業の展開によるファンが楽しめる機会の創出等の工夫を行いながら、アニメの

国際展開を行っている。 
20 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」（令和６年６月 21日閣議決定）基礎資料集によれば、

我が国コンテンツの海外売上のジャンル別割合は、アニメ・ゲームが約 90％（約４兆 2,372億円）である一方、実写コンテ

ンツ（映画・テレビ）は約３％（約 1,310億円）。 
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こうした中、一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（Broadcast Program Export 

Association of Japan :BEAJ）は、国際見本市等における個社のプロモーション活動の後

押しをする共同プロモーション活動や、キー局・NHKが持つ放送コンテンツの海外展開に関

するノウハウの地方ローカル局等への共有等により、我が国放送コンテンツの海外展開強

化に取り組んでいる。 

 

図 11 一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）の取組 

また、一般社団法人全日本テレビ番組製作社連盟（Association of All Japan TV Program 

Production Companies :ATP）は、実写コンテンツの国際競争力を高めるため、アワードや

フォーラムの開催等の海外プロジェクトを推進している。 

 
図 12 一般社団法人全日本テレビ番組製作社連盟（ATP）の取組 
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（３）我が国放送コンテンツを取り巻く環境の変化 

我が国放送コンテンツを取り巻く環境の変化については、「放送コンテンツの制作・流

通の促進に関するワーキンググループ」第２次取りまとめ（案）において、コンテンツ産

業の市場規模、広告費の推移、視聴端末・視聴スタイルの多様化等を含め、詳細に整理さ

れているが、ここでは、我が国放送の国際発信・国際展開を進める上で把握しておくべき

部分に絞って簡単に振り返っておきたい。 

インターネット時代において、テレビ受信機でリアルタイムに放送コンテンツを視聴

するという従来の視聴スタイルは、我が国に限らず世界的に急速に変化しており、イン

ターネット経由で個々人の好きな時間に手元の端末で、放送コンテンツに限らない多種

多様な動画コンテンツを視聴する傾向が強まっている。 

そうした中、動画コンテンツについては、放送コンテンツを含む様々なコンテンツが、

スマートフォンやタブレット、インターネットに接続されたテレビ受信機等に対応する

形で提供されており、「NETFLIX」、「Amazon Prime Video」、「Disney+」等の海外プラット

フォーム事業者が世界的にサービスを展開している状況にある。他方、我が国において

は、「NHKプラス」、「TVer」等の同時・見逃し配信サービス、「NHKオンデマンド」、「Hulu」、

「TELASA」、「テレ東 BiZ」、「FOD」、「U-NEXT」等の VOD サービスが放送事業者等によって

提供されており、その中には、堅調にユーザー数を伸ばしているものもあるが、海外プラ

ットフォーム事業者による世界的な動画配信サービスの後塵を拝している状況にあると

言わざるを得ない。 

 

図 13 世界的な動画配信サービス 
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図 14 我が国の動画配信サービスの例 

 

他方、我が国コンテンツ産業の市場規模は 12 兆 4,418億円（令和４年）であり、この

うち、放送コンテンツ（地上テレビ番組、衛星・CATV 番組）は３兆 4,536 億円で全体の

27.8％を占め、我が国コンテンツ産業の要となっているほか、放送コンテンツの海外輸

出額は、毎年度増加傾向にあり、令和３年度の 655.6億円に対し、令和４年度は 756.2億

円に伸びており、更なる成長可能性を有している。 
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図 15 我が国のコンテンツ市場の規模 

 

 

図 16 我が国放送コンテンツの海外輸出額 
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（４）課題と目指すべき方向性 

放送の国際発信・国際展開は、我が国に対する理解の増進やイメージ向上に寄与し、ソ

フトパワーの強化につながることが期待されるほか、我が国の自然や文化、地域産品・農

産品等に対する関心を高め、インバウンド需要の獲得や地域産品等の販路拡大等につなが

る経済的な効果も期待されるものである。 

しかしながら、現在、世界的に視聴者の視聴スタイルが急速に変化し、我が国放送事業

者の動画配信サービスについても海外プラットフォーム事業者による世界的な動画配信サ

ービスの後塵を拝している中にあって、ニュース・報道番組をはじめとして、国際社会に

対する我が国の情報発信は必ずしも十分とは言えないほか、国際展開によるインバウンド

需要の獲得等の経済的な効果についても限定的な状況にある。 

こうした状況において、今後は、様々な手段を駆使して必要な情報を国際社会に向けて

迅速かつ確実に伝えていくことが重要であり、また、コンテンツ産業における競争力確保

の観点からは、国内向けのサービス21に留まることなく、グローバルに魅力ある放送コンテ

ンツを展開していくことがこれまで以上に重要になってくるものと考えられ、国際発信・

国際展開の強化に取り組んでいくべきである。 

さて、第１次取りまとめにおいては、「NHKの役割」について、「NHKは、放送コンテンツ

のプラットフォームとして放送番組の流通を支え、二元体制を基本とする我が国の放送全

体の発展に貢献していく役割を担うべきと考えられる。」とした。この NHKの放送コンテン

ツのプラットフォームとしての役割を踏まえると、我が国放送の国際発信・国際展開の強

化を図るに当たっては、海外プラットフォーム事業者等との産業間競争にあるとの現状認

識の下、NHK が民間放送事業者等と協調してオールジャパンで取り組んでいくことが肝要

である。その一環として、NHKには、民間放送事業者等との共同制作を含めた良質な番組制

作、我が国放送コンテンツに対する認知度の向上、権利処理等の点において先導的役割を

果たすことも期待される。 

国際発信については、世界的に視聴者の視聴スタイルが急速に変化する中、ニュース・

報道番組をはじめとして、必要な情報を世界に向けて迅速かつ確実に伝えていくためには

どうしていくべきかという視点が必要である。特に、インターネットを含めてマルチプラ

ットフォームの時代になっていることを前提に、オウンドメディア（自社で保有するメデ

ィア）に限らず、様々なメディアを通じた効果的な情報発信の在り方を考えていくべきで

ある。 

また、国際展開については、マルチプラットフォーム時代を前提に、特定のメディアに

囚われることなく、様々なメディアにおいて非排他的なマルチユースを可能とすることが

必要であり、そのために必要となるコンテンツ制作能力（ネットワーキング力、権利処理

能力等）の育成、視聴者ニーズ等の情報を有する海外の現地パートナーとの協働等につい

て取り組んでいくことが重要である。 

  

                                                        
21 我が国における放送の市場規模は、かつては４兆円を超えていたが、リーマン・ショック（平成 20 年度）後に４兆円を

割り込み、以後、３兆円後半で推移している。最も市場規模の大きい地上放送に着目すると長期的に漸減傾向にある。 
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なお、国際発信・国際展開の強化を図るために必要となる対応策については、「放送コン

テンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」第２次取りまとめ（案）におい

ても放送コンテンツの世界への発信として提言されている22ことから、本第３次取りまとめ

においては、NHK 国際放送として取り組むべきもの及び NHK が民間放送事業者等と協調し

てオールジャパンで取り組むべきものについて提言することとする。 

  

                                                        
22 例えば、「放送コンテンツの制作・流通に関わる人材の確保・育成方策」として、「海外に通用する放送コンテンツの制作

力を強化する観点から、放送事業者・番組制作会社に対し、グローバル水準のコンテンツ制作や諸外国での展開実績を有す

る海外事業者の招聘や、先進的なデジタル技術に関する研修等を通じて、制作過程におけるデジタル技術の活用を含め、高

品質コンテンツを制作するためのノウハウ習得を図る人材育成の取組への国の支援が必要である。」とされているほか、「放

送コンテンツを通じた我が国・地方の魅力の世界への発信を促進する方策の在り方」として、「グローバルに通用する放送

コンテンツの制作力向上を図るため、放送事業者・番組制作会社に対する高機能設備の利用・導入に係る国の支援が必要で

ある。」、「現地のマーケティング、海外展開に関する相談、海外事業者（海外の放送事業者、プロダクション、動画配信プラ

ットフォーム）との契約交渉等の対応を行う仕組みの整備が必要である。」、「個社単独で権利処理を行うことが困難な放送

事業者等に対して講じられる必要があり、また、当該取組をサポートする機能があることが望ましい。」等とされている。 
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３. 具体的対応策 

（１）NHK 国際放送が果たすべき役割 

NHK と民間放送事業者の二元体制の下、国際発信・国際展開において NHK 国際放送の果

たすべき役割は、我が国の経済・社会・文化等を正しく伝え、我が国に対する理解や関心

を培うことにあり、その役割が果たせるよう、各地域の視聴者ニーズ等も踏まえつつ、ニ

ュース・報道、ドキュメンタリー、教養、地域情報等の幅広く良質な放送番組を効果的に

発信していくべきである。 

特に、ニュース・報道については、偽・誤情報が世界的に問題となっている現状も踏ま

え、NHK は、我が国やアジアの視点での情報発信等、信頼できる情報発信主体としての取

組を進めるべきである23。 

NHK国際放送にはこうした役割が求められる中、令和６年８月 19日に放送された NHKラ

ジオ国際放送等の中国語ニュースの中で、NHK の関連団体が業務委託契約を結んでいた中

国籍の外部スタッフが、尖閣諸島の帰属に関する発言等、ニュース原稿にはない日本政府

の公式見解とは異なる発言を行う事案が発生した。本事案について、NHK は、令和６年９

月 10日に公表した「ラジオ国際放送問題への対応について」24において、「自ら定めた NHK

国際番組基準に抵触するなど、NHK が、放送法で定められた担うべき責務を果たせなかっ

たという極めて深刻な事態となった。」、「こうした事態を招いた背景には、NHKの危機意識

の乏しさがあった。」とし、役職員の責任の所在を示した。その上で、再発防止策として、

事前収録への切り替えや国際番組基準遵守の再確認等の短期的施策の確実な実施のほか、

国際放送局と国内放送の編集体制の連携強化、NHK グループ全体でのリスク再点検及びル

ール見直し等の組織的な対策を示した。また、総務省は、令和６年９月 11日、放送法第５

条第１項「放送事業者は、放送番組の種別及び放送の対象とする者に応じて放送番組の編

集の基準を定め、これに従って放送番組の編集をしなければならない」との規定に抵触す

るものと認められるとして、NHK に対し、このような問題が再び発生することがないよう

注意を行うとともに、再発防止策の徹底とその遵守状況の公表を要請する行政指導を行っ

ている25。 

我が国の経済・社会・文化等を正しく伝え、我が国に対する理解や関心を培う役割を担

う NHK国際放送において、本事案が発生したことは遺憾である。公共放送ワーキンググル

ープでは、第２次取りまとめにおいて、経営委員会・監査委員会による監督・監査機能の

強化や子会社等の監督を含め、NHK におけるガバナンスの実効性確保のための取組につい

て提言した。NHK においては、当該提言も踏まえ、二度とこのような事案が発生しないよ

う、確実な対策を講じ、その後の対策状況を公表していくべきである。これが信頼できる

情報発信主体としての取組を進める上での出発点である。  

                                                        
23 NHKは、「NHK経営計画 2024-2026年度」（中期経営計画）において、「分断、民主主義の危機が進むなか、国際発信を再

強化し「日本の視座」を発信」としている。また、「2024年度（令和６年度）国際放送番組編集の基本計画」において、「１．

日本の視座に立った信頼される確かな情報を発信 分断が進む国際社会に多角的な視点を提供し、相互理解に貢献」及び「２．

日本の多様な魅力や価値を伝え、日本への理解を促進するとともにグローバルな課題への先進的な取り組みを発信し、世界

に貢献」を重点事項として掲げている。 
24 https://www.nhk.or.jp/info/otherpress/pdf/2024/20240910_1.pdf 
25 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu07_02000291.html 
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（２）視聴者リーチの拡大とコスト負担の軽減 

世界的に視聴者の視聴スタイルが変化し、放送からインターネットへのシフトが進む中、

衛星放送、短波放送、ケーブルテレビ、インターネット配信等の様々な手段を適切に組み

合わせ、視聴者へのリーチの拡大とコスト負担の軽減を両立させていくことが重要である。 

視聴者へのリーチの拡大については、現地パートナーとの協働を含め、NHK国際放送の認

知度の向上に一層取り組むとともに、リーチ率や理解度等についてその調査方法の改善を

図りつつ詳細な把握に努め、リーチ拡大に向けて取り組むべきである26。視聴者へのリーチ

の現状は、NHKが「国際戦略調査」として、毎年度２回、７か国・９都市において、インタ

ーネットにより、リーチ率や「日本の理解度」について調査している。この「国際戦略調

査」における「日本の理解度」については、NHK国際放送の強み・弱みを分析して改善につ

なげていくことが重要である旨、公共放送ワーキンググループにおいても指摘したところ

であり、そうした分析に資する調査結果についても公表していくべきである。 

また、コスト負担の軽減については、視聴者保護を前提としつつ、従来の放送（テレビ・

ラジオ）中心の送信網からネット併用型の送信網へのシフトを図ること等により実現して

いくべきである。その際、外部プラットフォーム事業者との連携も含め、インターネット

配信の流通経路の多様化についても検討を行うべきである。 

 

 

図 17 国際戦略調査の結果 

 

                                                        
26 例えば、英国 BBC は、BBC協定書に基づき外務大臣と合意した「BBC WORLD SERVICE LICENCE」において、ワールドサー

ビスのグローバルリーチについて、具体的な目標値を定め、達成度合いを評価しており、対象となる言語それぞれについて、

任務（対象地域と媒体）及び照準（視聴対象に沿った番組内容）を定めている。 
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（３）NHK 国際放送の財源の在り方 

現状、NHK国際放送の財源は、NHKの放送番組については基本的に受信料収入、JIB独自

制作の放送番組（jibtv）については広告料収入等の JIB の資金によって構成されている。 

NHK の放送番組に広告放送を認めるべきか否かについては、民間の経営ノウハウを活用

して弾力的な事業展開を可能としつつ、その財源については広告料収入を含めて多様化を

図るという JIBの創設趣旨を踏まえ、JIBの活用・強化を図るべきである27。 

JIBの収益は、厳しい現状28にあり、このままでは創設趣旨を十分に達成することができ

ていないことから、より積極的に改善を図っていくことが必要であり、JIBにおいて、これ

までの事業の評価、課題の抽出及び対応方策の検討を行った上で、強化を図っていくこと

が求められる。具体的には、民間放送事業者等と連携しつつ、魅力あるコンテンツの充実

や、インバウンドや地場産業等の産業創出に資する企業広告、広報戦略を展開する地方公

共団体を含めた公的機関等からの情報発信業務の受注に注力して広告料収入の拡大に取り

組むほか、インターネット配信の流通経路の多様化による視聴者へのリーチ拡大や視聴デ

ータに基づく広告主への訴求29等によって改善を図っていくことが期待される30。 

また、第２次取りまとめにおいて検討を求めた「要請放送の交付金の使途の透明性確保」

については、総務省において検討が行われた結果、令和６年度の要請内容に、「要請に応じ

て行う業務に要した費用の内訳を公表すること。」が盛り込まれ31、決算の際に NHK から公

表される予定であり、今後の公表状況を注視すべきである。 

  

                                                        
27 例えば、英国 BBC Studios、独国ドイチェ・ベレ、仏国フランスメディアモンドも、広告料収入を得て国際放送を行って

いる。それぞれの広告料収入の額は、順に、2.95億ポンド（収入全体の約 14％）[2023年度]、約 610 万ユーロ（収入全体

の約 1.2％）[2022年度]、約 510万ユーロ（収入全体の約 1.8％）[2023年度]となっている。 
28 JIBの当期純利益は、平成 27年度（約 3.8億円）をピークに減少傾向にある。令和４年度は売上高が約 77.2億円、当期

純利益が△約 0.4億円、令和５年度は売上高が約 83.1億円、当期純利益が約 1.2億円となっている。 
29 JIBは、公共放送ワーキンググループ第 21回会合（令和６年５月 23日開催）のヒアリングにおいて、スポンサー獲得の

課題として、国際放送が全世界に向けての１波での放送であること、国際放送のモニター制度による分析のみでは広告主に

説得的な視聴データを得ることが困難であることを挙げている。 
30 例えば、英国 BBC Studiosは、北米等の現地放送事業者と連携した FAST（Free Ad-supported Streaming TV Services :

無料広告型ストリーミングサービス）チャンネル開設によるシェア拡大、広告ベンダーとの連携、視聴データの活用等を進

めている。 
31 令和６年３月 15日付け総務省報道資料（https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu07_02000281.html）を

参照。 
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（４）NHK 国際放送における外部制作事業者との連携 

我が国放送の国際発信・国際展開については、海外プラットフォーム事業者等との産業

間競争にあるとの現状認識の下、NHK の放送コンテンツのプラットフォームとしての役割

を踏まえ、コンテンツ産業における競争力の確保等の観点から、NHK国際放送において、外

部制作事業者との連携を進めるべきである。 

外部制作比率の努力目標については、NHK自らの判断と責任において、より効果の高い国

際放送番組の制作が行われるよう、例えば NHK 中期経営計画等において、自主的に設定す

べきである32。その際、目標として有効に機能するものを設定した上で、PDCAサイクルを適

切に実行していくことが重要である。 

 

（５）NHK・民間放送事業者の共同による国外流通促進のためのインターネット配信プラット

フォームの構築 

海外プラットフォーム事業者等との産業間競争にあるとの現状を踏まえ、コンテンツ産

業における競争力確保等の観点から、我が国放送コンテンツの国外への流通を促進するた

め、NHK・民間放送事業者の共同によるインターネット配信プラットフォームの構築を目

指すべきである。 

なお、その際、既存のインターネット配信プラットフォームとの関係性や事業の運営方

法等に留意するとともに、我が国放送コンテンツの認知度や露出機会を向上させる観点か

らは、それぞれの国・地域で浸透しているインターネット配信プラットフォームの活用も

考えるべきである。ただし、単なるコンテンツ供給者に留まることのないよう、編成権や

二次利用権等のコントロール権の確保に努めるべきである。 

  

                                                        
32 例えば、英国 BBC では、その放送番組（国際放送番組に限らない）の外部制作比率について、2007 年 BBC 協定書に基づ

き、①自社制作比率：50％、②独立制作比率：適格番組に指定された BBC One及び BBC Twoの総放送時間の 25％、③創造的

競争の窓口（WoCC：Windows of Creative Competition）比率：25％、とされていた。その後、見直しが行われ、2017年 BBC

協定書に基づき、②独立制作比率（25％）は維持しつつ、①自社制作比率（50%）を廃止して、2027年 12月末までに完全競

争へ移行する（ただし、ニュース及び時事番組等は完全競争の対象外）こととされている。なお、見直しの過程において、

番組供給におけるパワーバランスが、放送局から大手グローバル制作会社へとシフトしており、英国の視聴者が期待する番

組を適正な価格で確保することができなくなる懸念等が指摘されたことから、BBCは BBCの番組制作の競争力を高めるため、

当時の BBC Worldwide（販売・配給部門）と BBC Studios（コンテンツ制作部門）を統合し、新たに BBC Studiosとして再

編することとなった。これにより、BBC Studiosは、BBC グループ向けと英国及び国際的な他の放送局向けの番組を制作す

る組織となり、BBCは BBC Studiosと外部制作者との競争を通じて番組調達を行うことになった。 
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４. おわりに 

公共放送ワーキンググループにおいては、令和６年２月 28日の第２次取りまとめの公表以

降、放送の国際発信・国際展開の在り方について、NHKの放送コンテンツのプラットフォーム

としての役割を踏まえ、NHK 国際放送の在り方を中心に据えつつ、民間放送事業者等におけ

る国際展開も含めて包括的に検討を重ねてきた。 

本第３次取りまとめにおいては、NHK の放送コンテンツのプラットフォームとしての役割

を踏まえつつ、我が国放送の国際発信・国際展開について、海外プラットフォーム事業者等

との産業間競争にあるとの現状認識の下、コンテンツ産業における競争力等の観点から、NHK

が民間放送事業者等と協調してオールジャパンで取り組んでいくことが肝要であるという方

向性を示した上で、具体的対応策として、「NHK国際放送が果たすべき役割」、「視聴者リーチ

の拡大とコスト負担の軽減」、「NHK国際放送の財源の在り方」、「NHK国際放送における外部制

作事業者との連携」及び「NHK・民間放送事業者の共同による国外流通促進のためのインター

ネット配信プラットフォームの構築」の５項目について提言した。 

これら対応策を実際に有効に機能させるためには、NHK、民間放送事業者等の関係者自らが

その置かれている状況を正確に把握し、課題意識を持って積極的に取り組み、総務省もその

取組を支援することが重要である。 

公共放送ワーキンググループとしては、魅力ある我が国放送コンテンツの国際発信・国際

展開が進み、我が国に対する理解の増進やイメージ向上、我が国コンテンツ産業の競争力の

確保につながることを期待したい。 
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参考２ 開催状況 
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デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「公共放送ワーキンググループ」 

開催状況 

 

○第１回（令和４年９月21日（水）17:00～） 

(1) 開催要綱の確認等 

(2) 公共放送ワーキンググループについて 

(3) 公共放送の現状について 

(4) 公共放送ワーキンググループの論点(案) 

(5) 意見交換 

 

○第２回（令和４年10月17日（月）13:00～） 

(1) 曽我部構成員プレゼンテーション 

(2) 内山構成員プレゼンテーション 

(3) 「公共放送に関するWEBアンケート調査」の結果について 

(4) 質疑応答・意見交換 

 

○第３回（令和４年11月24日（木）15:00～） 

(1) ヒアリング① 

 ・日本放送協会 

(2) 質疑応答① 

(3) ヒアリング② 

・（一社）日本民間放送連盟 

・（一社）日本新聞協会メディア開発委員会 

(4) 質疑応答② 

(5) 諸外国の公共放送に関する制度について（※第４回会合に持ち越し） 

(6) 質疑応答③・意見交換 

 

○第４回（令和４年12月22日（木）16:00～） 

(1) 諸外国の公共放送に関する制度について 

(2) 質疑応答① 

(3) 前回会合における質問事項への回答 

(4) 質疑応答②・意見交換 

(5) これまでの議論の整理について 

(6) 質疑応答③・意見交換 
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○第５回（令和５年２月24日（金）16:00～） 

(1) インターネット時代における公共放送の役割に関する論点と考え方（事務局） 

(2) 意見交換① 

(3) インターネット時代における公共放送の業務に関する論点と考え方（事務局） 

(4) 意見交換② 

 

○第６回（令和５年３月15日（水）16:00～） 

(1) 前回の議論の振り返り 

(2) インターネット活用業務の財源と受信料制度に関する論点 

(3) 意見交換 

(4) NHKインターネット活用業務の検討に対する民放連の見解と質問の提出について 

 

○第７回（令和５年４月27日（木）13:00～） 

(1) 前回の議論の振り返り 

(2) インターネット活用業務の財源と受信料制度に関する論点 

(3) 意見交換 

(4) NHKインターネット活用業務の検討に対する民放連の見解と質問の提出について 

 

○第８回（令和５年５月26日（金）15:00～） 

(1) 前回の議論の振り返り等 

(2) ヒアリング 

  ・日本放送協会 

(3) 質疑応答・意見交換 

 

○第９回（令和５年６月７日（水）10:00～） 

(1) 日本放送協会からの説明 

(2) 質疑応答① 

(3) ヒアリング 

・（一社）日本民間放送連盟 

・（一社）日本新聞協会メディア開発委員会 

(4) 質疑応答②・意見交換 

 

○第10回（令和５年６月30日（金）15:00～） 

 (1) 日本放送協会からの説明 

(2) （一社）日本民間放送連盟及び（一社）日本新聞協会メディア開発委員会の質

問への回答 

(3) 質疑応答・意見交換 
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○第11回（令和５年７月24日（月）10:00～） 

(1) これまでの主な検討項目について（事務局） 

(2) 質疑応答・意見交換 

 

○第12回（令和５年８月10日（木）16:00～） 

(1) これまでの主な検討項目について（事務局） 

(2) 質疑応答・意見交換 

 

○第13回（令和５年８月29日（火）15:00～） 

(1) 公共放送ワーキンググループ取りまとめ案について 

(2) 意見交換 

 

○令和５年９月７日（木）から９月28日（木）まで 

・「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第2次）

（案）」の意見募集 

 

○令和５年10月18日（水） 

・「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第2次）」

の公表 

※公共放送ワーキンググループ取りまとめは、別添２。 
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○第14回（令和５年10月19日（木）16:00～） 

(1) これまでの検討結果と今後の検討項目について 

(2) 今後の検討項目に係る現状について 

(3) 意見交換 

 

○第15回（令和５年11月９日（木）16:00～） 

(1) 今後の検討項目について 

(2) ＮＨＫヒアリング 

(3) 意見交換 

 

○第16回（令和５年12月５日（火）10:00～） 

(1) これまでの主な議論 

(2) ヒアリング 

 ①一般社団法人日本民間放送連盟 

 ②一般社団法人日本新聞協会メディア開発委員会 

 ③株式会社J-WAVE 

(3) 意見交換 

 

○第17回（令和５年12月26日（火）10:00～） 

(1) ＮＨＫのガバナンスに関する制度の現状と論点について 

(2) ＮＨＫヒアリング 

(3) 意見交換 

 

○第18回（令和６年１月26日（金）10:00～） 

(1) 第２次取りまとめ案について 

(2) 意見交換 

 

○令和６年１月30日（火）から２月20日（火）まで 

・「公共放送ワーキンググループ第２次取りまとめ（案）」の意見募集 

 

○第19回（令和６年２月21 日（水）～同月26 日（月）・メール開催） 

(1) 第２次取りまとめ（案）についての意見募集の結果 

(2) 第２次取りまとめの了承 

 

○令和６年２月28日（水） 

・「公共放送ワーキンググループ第２次取りまとめ」の公表 
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○第20回（令和６年５月10日（金）16:00～） 

(1) 放送法の一部を改正する法律案について 

(2) 公共放送ワーキンググループにおける今後の検討項目 

及びスケジュール案について 

(3) 国際放送の現状について 

(4) 内山構成員プレゼンテーション 

(5) 意見交換 

 

○第21回（令和６年５月23日（木）16:00～） 

(1) 放送の国際発信・国際展開の在り方に係る検討の方向性について 

(2) ヒアリング 

 ①日本放送協会 

 ②株式会社日本国際放送 

(3) 意見交換 

 

○第22回（令和６年６月14日（金）16:00～） 

(1) 開催要綱の改訂について 

(2) 第21回会合におけるヒアリングでの構成員の質問への回答 

(3) ヒアリング 

 ・南海放送株式会社 

(4) 意見交換 

 

○第23回（令和６年７月12日（金）16:00～） 

(1) 改正放送法の施行に伴う放送法施行規則の一部改正等について 

(2) ヒアリング 

 ・一般社団法人全日本テレビ番組製作社連盟 

(3) 英国ＢＢＣの国際放送、商業活動、外部制作等について 

 （一般財団法人マルチメディア振興センターからのプレゼンテーション） 

 

○第24回（令和６年８月22日（木）16:00～） 

(1) 日本放送協会の番組関連情報配信業務の競争評価に関する 

検証会議（仮）について 

(2) ヒアリング 

 ・株式会社テレビ東京 

(3) 諸外国の公共放送の国際放送、商業活動、インターネット配信等について 

 （一般財団法人マルチメディア振興センターからのプレゼンテーション） 

(4) 放送の国際発信・国際展開に係る論点と考え方（案）について 

(5) 意見交換 
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○第25回（令和６年10月11日（金）17:30～） 

(1) 公共放送ワーキンググループ第３次取りまとめ（案）について 

(2) 意見交換 
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Bridge,G.,(2023), THE 
BRANDIFICATION OF FAST, VIP+, 
AUGUST 15, 2023 6:00AM PT.  
https://variety.com/vip/the-brandification-of-
fast-paramount-nbcuniversal-lionsgate-sony-
bbc-amc-1235693287/   

Bridge,G.,(2023), “FAST Friends #5,” 
The FASTMaster, Sep 22, 2023, 
https://fastmaster.substack.com/p/fast
-friends-5
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FAST

Top genres by HOV & ad impressions
Global | Q1 2024 vs. Q1 2023

15

Amagi(2024), Grabbing the remote control: What’s 
on FAST?, Amagi Global FAST Report | Edition #11 | April 
2024, p11.

HoV Hours Of Viewing

CNN FAST
LONDON, UK – (May 23, 2023) 
23 5
Rakuten TV 5 24

LG
6 Samsung TV Plus

https://cnnpressroom.blogs.cnn.com/2023/05/23/cnn-
launches-new-fast-channel-in-europe/
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BBC
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BBC Studioworks(

https://www.bbc.com/aboutthebbc/whatwedo/commercialservices
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BBC 2015 2 27
2018 10 1 BBC Worldwide Ltd.

Ofcom(2022), Review of the interaction between BBC Studios and the BBC public service, 22 June 2022,  p6.
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BBC Studios

UKTV

BBC America
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21The 20 leading production companies in Europe by operating revenues (in EUR million)
!!! Some companies may be active both in production and distribution. Some companies belonging to the same group may trade services and therefore the revenues may be duplicate

Rank Company Country Final owner 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2022/2021

1 Banijay Group FR Lov/DeA/Vivendi 777.0 846.6 900.0 900.0 2,700.0 2,756.0 3,211.6 16.5%

2 ITV Studios GB ITV 1,708.0 1,805.6 1,887.8 2,075.7 1,539.8 2,047.5 2,457.9 20.0%

3 BBC Studios GB Government of the United Kingdom 0.0 1,599.9 1,557.0 1,565.8 1,406.3 1,916.4 2,417.9 26.2%

4 Fremantlemedia DE Bertelsmann 1,500.0 1,472.0 1,592.0 1,793.0 1,537.0 1,926.0 2,347.0 21.9%

5 Formula One World Championship GB John Malone 1,312.5 1,269.0 1,233.9 1,432.2 821.5 1,410.8 n.a. n.a.

6 Mediaproduccion SLU ES Dong Fang Hong Tai Zhi He 1,537.0 1,177.0 1,490.2 1,261.1 1,115.0 1,218.0 n.a. n.a.

7 All3Media (DLG Acquisitions) GB Discovery Inc/John Malone 588.6 682.4 759.5 848.5 737.8 1,008.1 1,197.1 18.7%

8 Mediawan (estimate) (1) FR Mediawan 0.0 115.7 258.6 338.0 n.a. 1,000.0 1,000.0 0.0%

9 Nordisk Film A/S (Egmont) DK Egmont Fonden 530.0 498.0 559.0 541.0 366.0 742.0 573.0 -22.8%

10 Highlight Communications AG CH Highlight Communications AG 405.2 337.1 460.4 437.6 387.3 470.1 521.3 10.9%

11 TF1 (Newen Studios) FR Bouygues 392.8 411.3 424.2 398.4 323.9 335.6 427.9 27.5%

12 ProSiebenSat.1 (Red Arrow Studios) DE ProSiebenSat.1 Media 421.0 523.0 552.0 652.0 620.0 491.0 384.0 -21.8%

13 StudioCanal FR Vivendi 416.0 467.0 462.0 462.0 360.0 474.0 383.0 -19.2%

14 Sky Studios GB Comcast 33.3 59.1 66.4 122.1 113.1 320.1 n.a. n.a.

15 Bavaria Film GmbH DE WDR 207.1 241.0 274.8 284.1 277.0 269.5 n.a. n.a.

16 Tinopolis Limited GB Tinopolis 260.1 247.9 257.2 307.0 211.9 242.4 n.a. n.a.

17 SF Studios (Bonnier Group) SE Bonnier Group 0.0 144.1 122.5 179.3 178.9 159.6 239.6 50.2%

18 Gaumont FR Gaumont 188.7 177.0 196.2 212.1 154.0 266.2 217.9 -18.1%

19 Independent Television News Ltd GB ITV plc 158.8 144.3 143.4 154.8 136.0 146.7 192.8 31.4%

20 Left Bank Pictures (Television) Ltd GB Sony Corporation 93.6 39.6 122.4 140.2 13.8 173.7 n.a. n.a.
(1) Source for 2021: Mediawan website - includes Leonine

Conversion from local currencies to EUR is based on the actual dates of the companies' fiscal year. 
Source: European Audiovisual Observatory/ © European Audiovisual Observatory/ Yearbook  2023

BBC America
BBC Studios AMC

TV

Variety
300 500 BBC

16-18 50 60

https://variety.com/2023/tv/news/most-watched-channels-2023-tv-
network-ratings-1235850482/

MVPD (

22
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BBC Studios FAST
2023 10 10 

Amazon freevee
FAST freevee

BBC Comedy
BBC Gameshows 
BBC Sci-Fi 
BBC Travel 
Silent Witness/New Tricks 

2023 10 BBC 17 FAST 

2023 10 10 https://www.bbcstudiospressroom.com/press/bbc-studios-exclusively-launches-five-
new-fast-channels-on-amazon-freevee/

23

BBC News FAST 
BBC America AMC
Pluto TV Samsung TV Plus Xumo Play VIZIO WatchFree+ Sling Freestream
Plex

24

2024 3 13 
https://www.bbcstudiospressroom.
com/press/bbc-news-channel-
launches-on-leading-ctv-fast-
platforms/
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BBC
BBC )

https://www.bbc.com/editorialguidelines/commercial-services

the BBC should always seek to position itself at the top end of market best practice. ”

(BBC Studios)
https://docs.google.com/presentation/d/1AA18-

LxVEyu2ddinpHD5SeHnnOADML1KQfORo1Vto1s/edit#slide=id.g1287b5520c1_0_725

BBC Studios https://www.advertisingonbbc.com/

25

BBC ITV SVoD
JV 2017

US, Canada, Australia, South 
Africa, Sweden, Norway, Denmark ,  
Finland UK
BBC Studios

375 (24 3 1

https://www.bbc.co.uk/mediacentre/bbcstu
dios/2024/bbc-studios-takes-full-ownership-of-
britbox-international-in-historic-deal/

26
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https://www.viaplaygroup.com/news/news-releases/viaplay-launch-uk-1-november

https://www.viaplaygroup.com/news/news-releases/viaplay-sets-us-and-canada-direct-consumer-launch-dates

Spangler, T.,(2024), “Nordic Streamer Viaplay Launches on Amazon’s Prime Video Channels in U.S., Following Shutdown of Its Own Service, Variety, Apr 17, 2024 7:24am PT,  
https://variety.com/2024/tv/news/viaplay-us-launch-amazon-prime-video-channels-1235973818/

Whittock,J.,(2024), “Viaplay Launching On Prime Video Channels After Shutting Down U.S. Streaming App,” DEADLINE, April 17, 2024 6:00am,  
https://deadline.com/2024/04/viaplay-prime-video-channels-launch-1235887096/

27

22 11 1 UK DTC
23 2 22 DTC
23 3 DTC
24 2 28 DTC

Comcast Xfinity Roku Xumo

24 Amazon Prime SVoD
(SVOD, $5.99/

 OTT SVOD 2022 12 )
These subscribers figures are only estimations and only for over-the-top SVOD services.

Netflix 9874 5363 10405 4780 49290 14853
Amazon 12187 2858 5151 3729 30010 12312
Disney+ 5667 2701 5283 2275 23756 6012
Warner Bos. Discovery (HBO
Max/Discovery+/Player.pl)

672 1774 989 10882 1517

Paramount+ 2445 2347 1756 7022 3547
Apple (Apple TV+) 2048 547 1056 514 6111 1918
DAZN 2529 1295 2424 6638

Viaplay 6099

RTL Group (RTL+/Videoland) 4016 5237
Sky (SkyShowtime/Now TV/Wow) 985 401 2921 1824
TIM Vision 2390 2390
MediaForEurope (Mediaset Infinity/Mitele) 178 1465 1643
Vivendi (Canal+ Series) 1504 1504
Joyn (ProSiebenSat.1 Media) 1430 1430
OCS 983 983
France Télévision/TF1/RTL (Salto) 846 846
BBC/ITV (BritBox) 700
ITVX 650
Atresplayer Premium 431 431
Molotov 412 412

Rakuten TV 163 163
Source: AmpereAnalysis © European Audiovisual Observatory Yearbook 2023

28
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BBC/ NHK

Cultural Discount 
UK/BBC

£368m(2022), £353m(2021) 9.68%(2022), 9.40%(2021)

BBC

PSB

29
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31

JET TV, WAKUWAKU TV
FAST 90

JIB

NHK

SVoD

)NHK
)NHK

)

)
(JAMCO) 

) NHK 
Cosmomedia America, Inc 

↓

NHK World( )
Jme.

JET TV, 
WAKUWAKU 
JAPAN

FAST ) TVOS
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NHK

33

TV JAPAN Jme
NHK

1991

Spectrum Dish

Jme SVOD

https://www.tvjapan.net/

https://watch.jme.tv/

https://minpo.online/article/jme.html
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Co-production NHK/ Cineric Creative
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All rights reserved ©FMMC 2024 4https://downloads.bbc.co.uk/aboutthebbc/insidethebbc/managementstructure/structureandgovernance/world_service_licence.pdf
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BBC OPT
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b.

c.
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Remit Aims
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BBC

BBC BBC

BBC
BBC BBC World News

2023 3 2,000 42

2024 2 OPT
BBC

2023
BBC Studios 1 7,600 2022 : 1 3,500 
BBC Studioworks 600 2022 : 300 
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BBC BBC BBC
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BBC BBC

BBC BBC 

1.
2.
3. BBC BBC 
4.
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BBC BBC BBC BBC Studios BBC 
Studioworks BBC 

BBC 6 3 

BBC Group Annual Report and Accounts 2022/23 https://www.bbc.co.uk/aboutthebbc/documents/ara-2022-23.pdf
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BBC

BBC Studios

BBC 2 
BBC Studios 2 BBC 

BBC BBC Studios 
BBC 

BBC Studioworks

BBC Studios 20
BBC Happy Valley 3 AppleTV+ Prehistoric 

Planet Disney+ Dancing with the Stars 
20 9,000 £ 2021/22 16 3,000 £ 28

BBC Studios
Bluey Strictly Come Dancing UKTV

BBC Studios 39% BBC TV 
BBC Studios 1 Apple TV+ Amazon Prime Video Disney+ Netflix 
BBC 

1 7,700 £ 2021/22 1 9,100 £ BBC 3 6,200 £ 2021/22 3 5,300 £

BBC Group Annual Report and Accounts 2022/23 https://www.bbc.co.uk/aboutthebbc/documents/ara-2022-23.pdf
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BBC 
Studios

https://www.bbc.co.uk/aboutthebbc/documents/ara-2022-23.pdf 82
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BBC Studios

BBC Studios 6,300

BBC Studios
BBC BBC Studios 2021/22 2028 

2 2023/24
BBC IP

BBC Studios 

BBC Studios
IP 

BBC Studios EBITDA 
Disney+ BBC 

https://www.bbc.co.uk/aboutthebbc/documents/ara-2022-23.pdf
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Tapestry Research

60% BBC 
Tapestry Research
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BBC Cookie

BBC.com BBC BBC BBC 
BBC Studios BBC Studios 

PSB BBC Sounds BBC News
BBC PSB 

BBC
Cookie BBC

Facebook Apple News BBC News BBC

https://www.bbc.com/usingthebbc/privacy-policy-outside-the-uk
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2.5 BBC BBC 
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BBC

https://downloads.bbc.co.uk/guidelines/editorialguidelines/pdfs/bbc-commercial-services-guidelines.pdf
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Apps Off-Platform
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FAST Free Ad-supported Streaming TV Services
BBC Studios 2023 FAST 12 EMEA 10

FAST
Samsung TV Plus Roku Amazon Freevee 6,000

2022 BBC America
Mood BBC Three Frozen Planet II BBC One

CTV FAST BBC News
AMC Networks BBC BBC Studios 2024 3 13 CTV FAST 

24 BBC News Pluto TV Samsung 
TV Plus Xumo Play VIZIO WatchFree+ Sling Freestream Plex

AMC Networks BBC America BBC News 
BBC News CTV FAST DIRECTV Comcast Xfinity Charter Spectrum YouTube TV Philo DISH 

BBC News Verified Live BBC News America
Newsday Influential with Katty Kay World Business Report The Travel Show
Click BBC Documentaries 

BBC News BBC 
24 BBC News BBC

BBC BBC News
2 BBC BBC 

CTV FAST 
Tara Maitra, Chief Commercial Officer, Global Media & Streaming, BBC Studios

https://www.bbc.co.uk/aboutthebbc/documents/ara-2022-23.pdf
https://www.bbcstudiospressroom.com/press/bbc-news-channel-launches-on-leading-ctv-fast-platforms/
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BBC

BBC
2003 qualifying programmes BBC

BBC One BBC Two 25%
BBC One

BBC Two

2027 12 BBC BBC Studios

BBC BBC Studios

BBC

BBC2017 7

BBC2017 6

2003 12 BBC BBC One BBC Two
25%

Charter and Agreement https://www.bbc.com/aboutthebbc/governance/charter
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25% 2007 BBC 50%
31

BBC

2017 BBC BBC
BBC PACT

40% 40% 20%

BBC BBC Commissioning Process Framework

3 
3.1 BBC 2016 12 BBC
3.2 BBC BBC One BBC Two BBC in-house guarantee

BBC 
3.3 BBC 2015 12 BBC Producers Alliance for Cinema and 

Television PACT
3.4 BBC 2018 12 31

40% BBC 100% BBC

3.5 BBC BBC 2019

3.6 BBC BBC
BBC PACT 40 40
20

3.7 BBC

September 2017, BBC Commissioning Process Framework https://downloads.bbc.co.uk/commissioning/site/bbc-commissioning-process-framework.pdf
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33 BBC One 29 BBC Two 41
63 82%

BBC Commissioning Supply Report 2022/23 https://www.bbc.co.uk/commissioning/documents/bbc-commissioning-supply-report-202223.pdf

QI Qualifying independent producer
NQI Non-qualifying independent producer*

*Ofcom NQI

25
25 50

TV
BBC 48 100 

2022 50 53 
BBC Two 

QI
NQI
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2007 BBC BBC 50 25
WoCC Windows of Creative Competition 25

WoCC 25 2003 50 2007 BBC 25% BBC

BBC Trust BBC Ofcom 2015
M&A

WoCC WoCC
WoCC
BBC

BBC BBC
BBC Worldwide BBC Studios

BBC Studios BBC Studios BBC
BBC BBC Studios

2017 BBC
BBC Trust, The Operation of the Window of Creative Competition (WOCC), First Biennial Review by the BBC Trust, July 2008

https://downloads.bbc.co.uk/bbctrust/assets/files/pdf/review_report_research/wocc/trust_report.pdf 
BBC Trust, The supply arrangements for the production of the BBC’s television content, radio content and online content and services, June 2015

https://downloads.bbc.co.uk/bbctrust/assets/files/pdf/our_work/content_supply/2015/content_supply_review.pdf
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2007 BBC 50 WoCC
54 50% 56

2017 BBC 25%

25%
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2017 BBC
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BBC PSB BBC Studios Deutsche Welle France Media 
Monde

KBS

BBC
BBC

BBC100% 43 32

BBC World Service BBC World News DW News France24 KBS World

42 200 32 20 13 8

300 £ 1.5% 2 9500 £
14

610 � 1.2% 510 � 1.8% 1967 14

Freely ITV
Channel 4
Channel 5

BritBox ITV

FAST

PF
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Deutsche Welle

10
(1)
(2)
(3)

1.
2.
3.
4.
(4)

(5) (16)

11
(1)

(2) (6)

All rights reserved ©FMMC 2024 5

Deutsche Welle Act (DWG) 1 4
Deutsche Welle DW

DW

DW

DWG 10 11

DWG 44

2022 5 400 4 6200 1020 610
390 130 80 110 120
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DWG 9
DW DW DW

DW 32 3 2000 5100
1200

DW Eco Africa Channels TV NTV The 77 
Percent 77 35 DW Español DW Documental DW YouTube

Josh

DW InfoMigrants France Médias
Monde ANSA 2017 3

1 2000
DW TV 3200

YouTube 3200 Facebook 2800 Instagram 1,500 Josh 1400 TikTok 1,000

DW Smart TV App
Samsung Tizen LG Web OS Philips Nvidia Shield Nexus Xiaomi Apple TV Box Amazon 
Fire TV Box/stick Roku
DW DW English DW Español DW Arabia
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1986 9 30 86-1067
France Media Monde

France24 TV

RF1 16 FM, DAB
Monte Carlo Doualiya FM

ENTR SNS
InfoMigrants 3

Cahier des Charges 2024 5

TV
TV 1 1 9 12 1 30

1.2%

20%

2 7,530 EUR 2024
1,380 EUR 2% 2023

FAST
2023 12 Samsung TV Plus France24 FAST

3000
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1986 9 30 86-1067

Cahier des Charges 2024 5
France Media Monde Cahier des Charges

Canal Canal International 46
47

France Television FranceTV Publicité

1986 9 30 86-1067
34-2

4 IPTV

7
VoD 48

France tv Google Apple

France24
YouTube
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KBS
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73
86

5 6

KBS World KOBACO 24
2023 LG TV TV FAST TV

FAST

15/100
58

KBS World
YouTube Facebook Instagram Twitter

KOBACO KBS World YouTube 2,000
SNS 1,500
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